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〇○○○○共同研究講座の概要
１．部局名


２．企業等外部機関名等
企業等外部機関名：
本社所在地：住所
設立：年月　※年まででも可
資本金：〇〇円（〇年〇月〇日現在）
代表者：氏名（役職）
従業員数：〇〇人
主な事業内容：

３．共同研究講座設置期間
　20　　年　　月　　日～　20　　年　　月　　日

４．共同研究講座に要する経費の負担額
（１）総表
	　　　(金額単位：円)
	
	企業等
外部機関
	合計

	20**
年
度
	直接経費
	
	

	
	学術貢献費
	
	

	
	産学官連携推進活動経費
	
	

	
	合計
	
	

	20**
年
度
	直接経費
	
	

	
	学術貢献費
	
	

	
	産学官連携推進活動経費
	
	

	
	合計
	
	

	20**
年
度
	直接経費
	
	

	
	学術貢献費
	
	

	
	産学官連携推進活動経費
	
	

	
	合計
	
	

	全期間合計
	
	



（２）積算内訳
	(金額単位：円)
	区　　分
	内　　　訳
	備考

	
	20**年度
	20**年度
	20**年度
	

	①人件費
	
	
	
	

	　　特任教授（○名）＊
	
	
	
	

	　　教授（○名）◎
	
	
	
	

	　　特任准教授（○名）＊
	
	
	
	

	　　特任助教（○名）＊
	
	
	
	

	　　特任研究員（○名）＊
	
	
	
	

	　　技術補佐員（○名）
	
	
	
	

	　　事務補佐員（○名）
	
	
	
	

	　　謝金
	
	
	
	

	②研究費
	
	
	
	

	　　設備備品費
	
	
	
	

	　　消耗品費等
	
	
	
	

	　　施設利用負担金
	
	
	
	

	　　光熱水費
	
	
	
	

	　　借料
	
	
	
	

	　　その他
	
	
	
	

	③旅費
	
	
	
	

	　　国外旅費
	
	
	
	

	　　国内旅費
	
	
	
	

	④学術貢献費
	
	
	
	

	小計（①＋②＋③＋④）
	
	
	
	

	⑤産学官連携推進活動経費
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	経費総額

	
	
	
	
	


	
(注1)＊印の対象者は、共同研究講座制度設立の趣旨に鑑み、本共同研究講座・部門の設置企業から受入れる研究者とする。
(注2)◎印の対象者は、大阪大学の経費で雇用される研究者のうち、本共同研究講座・部門の業務への従事分相当を積算し、本共同研究講座・部門から人件費を支出する研究者とする。◎印の対象者がいる場合、別途PI人件費積算シートを記入の上、併せて提出すること。












５．共同研究の用に供する設備及び施設
	区分
	施　設　の　名　称
	設　　　　　　備

	
	
	名　称
	規　格
	数　量

	大阪大学
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	企業等外部機関
	
	
	
	

	
	
	
	
	



６．研究体制

	区分
	氏名
	所属・職名
	本研究における役割

	大阪大学	Comment by 作成者: 利益相反マネジメントの観点から、企業側役員（取締役等）の身分を持つ方は、原則、大学側の研究代表者となることはできません。（例：大学発ベンチャーが共同研究講座を申し込む場合で、当該ベンチャーの役員に本学教員が就いている場合 等） 
	※
	
	

	
	　
	
	

	
	　
	
	

	企業等
外部機関
	※
	
	

	
	　
	
	

	
	　
	
	


氏名の前の※印は研究代表者を、△は兼任教員を示す。

７．共同研究講座の研究目的、研究課題及び役割分担	Comment by 作成者: 設置期間全体にわたる（１）共同研究講座における研究目的、（２）研究課題及び（３）役割分担をあわせて2ページ程度で記載願います。
図表の使用も可能です。
（１）研究目的


（２）研究課題


（３）役割分担


８．現有組織の構成状況及びそれに照らした講座設置の必要性	Comment by 作成者: 本学の研究者とご相談の上、ご記載ください。
（１）現有組織の構成状況について


（２）講座設置の必要性


